
簡 易 水 道 事 業 会 計





議第 11 号 

 

 

令和２年度胎内市簡易水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和２年度胎内市の簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数            1,730 戸 

（２）年間総給水量         576,000 ㎥ 

（３）１日平均給水量         1,578 ㎥ 

（４）主要な建設改良事業     配水管布設替工事 

                 鼓岡配水池テレメータ更新工事 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                （単位：千円） 

収         入 

第１款 水 道 事 業 収 益       176,608 

第１項 営 業 収 益       111,805 

  第２項 営 業 外 収 益      64,802 

第３項 特 別 利 益      1 

                （単位：千円） 

支         出 

第１款 水 道 事 業 費 用       197,956 

第１項 営 業 費 用       173,462 

  第２項 営 業 外 費 用      14,365 

  第３項 特 別 損 失    8,129 

  第４項 予  備  費       2,000 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額 61,740 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支 

調整額 3,756 千円、当年度分損益勘定留保資金 13,312 千円及び引継金 44,672 千円で

補塡するものとする。）。 

                （単位：千円） 

収         入 

第１款 資 本 的 収 入 61,231 

第１項 企  業  債       53,600 

第２項 他 会 計 補 助 金     7,631 

                （単位：千円） 

支         出 

第１款 資 本 的 支 出       122,971 

第１項 建 設 改 良 費        59,441 

  第２項 企 業 債 償 還 金       42,225 

  第３項 他会計借入金償還金       21,305 

（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令（昭和 27 年政令第 403 号）第４条第４項の規定によ

り当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、そ

れぞれ 15,650 千円及び 3,403 千円である。 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

建設改良事業 26,800 

 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

 

年 3.00％ 

     以内 

 

（ただし、利 

 

 政府資金について

はその融資条件によ

るものとし、その他

の場合はその債権者 
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辺地対策事業債 26,800 

 率見直し方式

で借り入れる

資 金 に つ い

て､利率の見

直しを行った

後 に つ い て

は､当該見直

し後の利率） 

と協議する。 

ただし、財政その

他の理由により据置

期間中であっても繰

上償還をなし、又は

償還年限を短縮し、

あるいは低利債に借

り換えすることがで

きる。 

合  計 53,600 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、50,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内の各項の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。 

（１）職員給与費   13,728 千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 胎内市簡易水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は

9,345 千円、鹿ノ俣発電所運営事業特別会計からこの会計へ補助を受ける金額は 6,500

千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第 10 条 たな卸資産の購入限度額は、1,629 千円と定める。 

 

 

 

                   令和２年２月 20 日  提 出 

                    胎 内 市 長   井 畑 明 彦 
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予 算 に 関 す る 説 明 書





Ⅰ　重要な会計方針

　　財務諸表等の作成については、改定後の地方公営企業会計基準を適用している。

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　たな卸資産（貯蔵品）は先入先出法による原価法による。

　２　固定資産の減価償却の方法

 　   有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　・減価償却の方法 定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物  2～46年

　　　　　構築物  1～40年

　　　　　機械及び装置  3～16年

　３　引当金の計上方法

 　（1）退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計

　　　上している。

　　　　なお、会計基準変更時差異（7,860千円）については、令和２年度から職員の退職までの平

　　　均残余勤務年数（15年）にわたり、均等額を費用処理している。

 　（2）賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　当年度の負担に属する額を計上している。

 　（3）法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給

　　　見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

 　（4）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

　　　る。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報の開示

　　簡易水道事業会計のみの運営であるので、セグメント情報の開示は省略する。

注　　記
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Ⅲ　リース契約により使用する固定資産

　１　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

　　計処理によっている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　 　６千円

　　　１年超　 　０千円

　　　  計　　 　６千円

Ⅳ　その他の注記

　　引当金の取崩し

 （1）賞与引当金の取崩し

　　　令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として2,837千円を支給することが見込まれるため、

　　賞与引当金947千円を取り崩す予定である。

 （2）法定福利費引当金の取崩し

　　　令和２年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として535千円を支給することが

　　見込まれるため、法定福利費引当金179千円を取り崩す予定である。
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収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 　第１款　水道事業収益 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 111,805

1 給 水 収 益 107,592 給 水 収 益 107,592 水道料金収入

2 受 託 工 事 収 益 1,500 受 託 工 事 収 益 1,500 消火栓設置工事負担金

3 その他の営業収益 2,713 材 料 売 却 収 益 3 材料売却収益（量水器）

手 数 料 95 給水装置工事検査手数料等

加 入 金 226 水道加入金

雑 収 益 2,389 使用料賦課徴収業務受託収益 2,388

コピー代 1

2 64,802

1 他 会 計 補 助 金 8,214 他 会 計 補 助 金 8,214 一般会計補助金 1,714

鹿ノ俣発電所運営事業特別会計補助金 6,500

2 長期前受金戻入 56,546 工 事 負 担 金 戻 入 291

他会計補助金戻入 5,026

国 庫 補 助 金 戻 入 143

県 補 助 金 戻 入 5,065

受贈財産評価額戻入 46,021

3 雑 収 益 42 そ の 他 雑 収 益 42 使用済み量水器売却収益 2

行政財産目的外使用料収益 9

消雪水利電気料負担金収益 1

検査費用賠償金 30

3 1

1 その他特別利益 1 そ の 他 特 別 利 益 1

176,6081 水 道 事 業 収 益 合 計

営 業 外 収 益

令和２年度胎内市簡易水道事業会計予算実施計画

営 業 収 益

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

特 別 利 益
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支 出 　第１款　水道事業費用 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 173,462

1 原水及び浄水費 20,801 給 料 500 会計年度任用職員

手 当 12 通勤手当（会計年度任用職員）

法 定 福 利 費 12 雇用保険料等（会計年度任用職員）

備 消 品 費 310 機械部品等

燃 料 費 408 自動車ガソリン代等

通 信 運 搬 費 804 浄水場電話料等

委 託 料 6,363 自家用電気工作物保安管理業務委託料

浄水場等計器点検委託料

浄水場運転管理業務委託料

浄水場消防用設備点検業務委託料

浄水場等整備委託料

水質検査業務委託料

消毒設備点検委託料

放射性物質検査委託料

手 数 料 5 検便手数料

賃 借 料 3 電柱共架料

修 繕 費 600 施設関係修繕 500

自動車保守点検修繕 100

動 力 費 11,724 浄水場電気料

薬 品 費 60 滅菌用薬品費

2 配水及び給水費 20,413 備 消 品 費 100 機械部品等

燃 料 費 189

委 託 料 6,847

量水器交換業務委託料

水質検査業務委託料

開栓・閉栓業務委託料

説　　　　　明項　　目

営 業 費 用

予 定 額

自家用電気工作物保安管理業務委託料

保安待機業務（宿日直業務）委託料
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水道施設台帳作成業務委託料

配水池等計器点検業務委託料

配水池施設等整備委託料

断水広報配布委託料等

試掘調査業務委託料

漏水調査業務委託料

賃 借 料 172 配水管埋設用地賃借料 150

配水池用地賃借料 22

修 繕 費 11,813 量水器交換関連修繕 813

配水、給水設備等漏水修繕 8,400

減圧弁分解整備・取替 2,500

自動車保守点検修繕 100

動 力 費 792 配水池、増圧ポンプ場等電気料

材 料 費 500 修繕用材料

3 受 託 工 事 費 1,500 工 事 請 負 費 1,500 消火栓設置工事

4 総 係 費 13,816 給 料 3,147 職員　２人

手 当 2,245 期末手当 620

勤勉手当 441

時間外勤務手当 1,110

寒冷地手当 74

賞与引当金繰入額 531

報 酬 36 水道委員会委員報酬

法 定 福 利 費 1,020 職員共済組合納付金等

法定福利費引当金
等 繰 入 額

100

旅 費 200 職員旅費

退 職 手 当 組 合 費 868 職員退職手当組合納付金

退 職 給 付 費 262

備 消 品 費 180 事務用消耗品等

光 熱 水 費 250 事務所電気、ガス料金

印 刷 製 本 費 161 納入通知書等

通 信 運 搬 費 551 後納郵便料 414

電話料 120

(1)(2)

（長期給付追加費用、旧恩給組合費用、公務災害含む）
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切手代 17

委 託 料 1,601 検針委託料

電算業務処理委託料

事務所清掃業務委託料

事務所機械警備業務委託料

賃 借 料 6 複写機賃借料

修 繕 費 184 複合機カウンター料等 174

事務所修繕 10

研 修 費 30 講習会、研修会参加費

負 担 金 2,012 新潟県水道協会一般会費 3

胎内市埋設物災害防止連絡協議会負担金 3

住民情報システム負担金 20

情報ネットワーク負担金 120

会計システム等負担金 1,866

保 険 料 303 委託検針員傷害保険料 17

建物災害共済保険料 37

自動車損害共済保険料等 102

日本水道協会賠償責任保険料 147

貸倒引当金繰入額 97

雑 費 32 自動車重量税

5 減 価 償 却 費 111,872
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

111,872 建物 2,339

構築物 88,145

機械及び装置 21,388

6 資 産 減 耗 費 5,060 固 定 資 産 除 却 費 5,040 配水管等除却

たな卸資産減耗費 20

2 14,365

1 支 払 利 息 8,365 企 業 債 利 息 8,362

借 入 金 利 息 3 一時借入金利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,000
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,000 消費税及び地方消費税納付額

3 8,129

1
過 年 度 損 益
修 正 損

100
過 年 度 損 益
修 正 損

100

2
そ の 他 の
特 別 損 失

8,029 賞与引当金繰入額 947

法定福利費引当金
等 繰 入 額

179

(1)(4)

営 業 外 費 用

特 別 損 失
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消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,817 消費税及び地方消費税納付額

貸 倒 損 失 86

4 2,000

1 予 備 費 2,000 予 備 費 2,000

197,9561 水 道 事 業 費 用 合 計

予 備 費

(3)(2)
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 　第１款　資本的収入 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 53,600

1 企 業 債 53,600 53,600 建設改良事業 26,800

辺地対策事業債 26,800

2 7,631

1 他 会 計 補 助 金 7,631 他 会 計 補 助 金 7,631 一般会計補助金

61,2311 資 本 的 収 入 合 計

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

企 業 債

他 会 計 補 助 金
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支 出 　第１款　資本的支出 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 59,441

1 施 設 整 備 費 59,279 給 料 3,220 職員　１人

手 当 925 期末手当 485

勤勉手当 345

通勤手当 24

時間外勤務手当 20

寒冷地手当 51

法 定 福 利 費 890 職員共済組合納付金等

退 職 手 当 組 合 費 644 職員退職手当組合納付金

工 事 請 負 費 53,600 配水管布設替工事

・宮久地内配水管布設替工事

・須巻地内配水管布設替工事

・夏井地内配水管布設替工事

鼓岡配水池テレメータ更新工事

2 営 業 設 備 費 162 営 業 設 備 費 162

2 42,225

1 企 業 債 償 還 金 42,225 42,225 企業債償還元金（定期償還分）

3 21,305

1
他 会 計 借 入 金
償 還 金

21,305 21,305

122,971

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債 償 還 金

建設改良費等の財
源に充てるための
他会計借入金償還金

1 資 本 的 支 出 合 計

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

建 設 改 良 費

（長期給付追加費用、旧恩給組合費用、公務災害含む）

他会計借入金償還金

企 業 債 償 還 金
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 19,934

　　　減価償却費 111,872

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 97

　　　引当金の増減額（△は減少） 893

　　　長期前受金戻入額 △ 56,546

　　　支払利息 8,365

　　　固定資産除却費 5,040

　　　未収金の増減額（△は増加） 4,146

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 589

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 74

299

△ 1,417

　　　小計 52,300

　　　利息の支払額 △ 8,365

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 43,935

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 54,566

　　　一般会計からの補助金による収入 7,631

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 46,935

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 53,600

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 42,225

　　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 △ 21,305

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 9,930

　　　資金増加額（又は減少額） △ 12,930

　　　資金期首残高 30,437

　　　資金期末残高 17,507

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

令和２年度胎内市簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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   １  総括

   ア  会計年度任用職員以外の職員

125 4,660比  　較 1,130

125 4,660

（千円）

前 年 度

本 年 度 1,130

（千円）

寒冷地手当 合　　計
手　　当 勤務手当 手　　当 別勤務手当

（千円） （千円） （千円）

区   分
特殊勤務 時 間 外

休 日 給
宿 日 直 管理職員特

（千円） （千円）

比  　較 3,369 36

（千円）

前 年 度

3,369 36

（千円） （千円）

住居手当 通勤手当 地域手当

（千円）

単身赴任
手　　当 手　　当 手　　当

4,660 11,527 2,201 13,728

手
当
の
内
訳

区   分
期末勤勉 管 理 職

扶養手当

（千円） （千円） （千円）

本 年 度

925 4,145 890 5,035

合　計  3 ( ) 6,867

3,735 7,382 1,311 8,693

資本勘定
支弁職員

1 ( ) 3,220
比
較

損益勘定
支弁職員

2 ( ) 3,647

合　計  ( )

資本勘定
支弁職員

 ( )

4,660 11,527 2,201 13,728

前
年
度

損益勘定
支弁職員

 ( )

925 4,145 890 5,035

合　計 3 ( ) 6,867

3,735 7,382 1,311 8,693

資本勘定
支弁職員

1 ( ) 3,220
本
年
度

損益勘定
支弁職員

2 ( ) 3,647

合　計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

報　酬 給　料 賃　金 手　当 計 福利費

 2 ( )

 1 ( )

区   分
職 員 数 給　　与　　費 法　定

特別職 一般職

 2 ( )

 1 ( )

 3 ( )

 ( )

 ( )

手
当
の
内
訳

合　計

扶養手当

（千円）

休 日 給

（千円）

合　計

区   分

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

比  　較

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

比
較

区   分

比  　較

前 年 度

本 年 度

前 年 度

本 年 度

区   分

本
年
度

合　計

資本勘定
支弁職員

前
年
度

11,015

925

4,648

3,220

6,367

4,145

2,189 13,204

給　料
（千円）

3,147

3,147

890 5,035

6,870 1,299 8,1693,723

13,2046,367 4,648 11,015 2,189

3,723 6,870

3,220

損益勘定
支弁職員

 ( )

（千円） （千円）

法　定
賃　金 手　当 計 合　計

給　　与　　費

（人）

福利費
（千円） （千円） （千円）（人）

特別職 一般職

（千円）

8,169

5,035

1,299

890

（千円）

24

125

（千円）（千円）

4,648

（千円）

1,130

特殊勤務
手　　当

（千円）（千円）

925 4,145

手　　当
住居手当

 3 ( )

1,130 125

3,369

3,369

給 与 費 明 細 書

手　　当
期末勤勉

（千円）

職 員 数
報　酬

（千円）

（千円）

管 理 職

24

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

宿 日 直
手　　当

単身赴任
手　　当

（千円）（千円）

通勤手当 地域手当

（千円）

寒冷地手当

4,648

合　　計
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   イ  会計年度任用職員

※（ ）内は再任用職員の職員数

区   分
職 員 数 給　　与　　費 法　定

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計 福利費 合　計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定
支弁職員

( ) 500 12 512 12 524

資本勘定
支弁職員

( )

合　計  ( ) 500 12 512 12 524

前
年
度

損益勘定
支弁職員

 ( )

資本勘定
支弁職員

 ( )

合　計  ( )

比
較

損益勘定
支弁職員

 ( ) 500 12 512 12 524

資本勘定
支弁職員

 ( )

合　計  ( ) 500

手
当
の
内
訳

区   分
期末勤勉 管 理 職

扶養手当

（千円） （千円） （千円）

本 年 度

手　　当 手　　当 手　　当

12 512 12 524

（千円） （千円）

住居手当 通勤手当 地域手当

（千円）

単身赴任

12

（千円）

前 年 度

比  　較 12

区   分
特殊勤務 時 間 外

休 日 給
宿 日 直 管理職員特

（千円） （千円） （千円） （千円）

寒冷地手当 合　　計
手　　当 勤務手当 手　　当 別勤務手当

本 年 度

（千円） （千円） （千円）

12

前 年 度

12

　 ２　給料及び職員手当の増減額の明細

比  　較

区   分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明 備　　　考
（千円） （千円）

給与改定に

給   料 6,867 伴う増減分

昇給に伴う

増加分

その他の 6,867 企業会計移行による増 他会計から異動　　１人

増減分

制度改正に

職員手当 4,660 伴う増減分

その他の 4,660 企業会計移行による増

増減分
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（１）職員１人当たりの給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　政　　職
参　　事 主　　任課　　長

参　　事
係　　長
主　　査

　 ３　給料及び職員手当の状況

主　　事
技　　師

区　　分 ６級 １級５級 ４級 ３級 ２級

計

主　　事
技　　師

３級

１級
計

１級

５級

２級 ２級
１月１日現在　 ３級

４級

計
６級

平成31年 ４級
５級

2 100.0 計
50.0 １級

２級

４級
５級

１級 1
２級

１月１日現在　 ３級 1 50.0 ３級

区　　　分 行　　政　　職 技 能 労 務 職
210,200平 均 給 料 月 額

(円) (円)

技能労務職
一　般　会　計　の　制　度

平成31年１月１日現在 平 均 給 与 月 額

147,900147,900 150,600

(円)

平 均 年 齢

行　　政　　職

令和２年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

258,971
28.0

(円)

区　　分 行　　政　　職 技能労務職

高　校　卒
大　学　卒

級

182,200
150,600
182,200

区　　分
職員数 (人)

令和２年 ４級

行　　政　　職

５級
６級

技 能 労 務 職
級 職員数 (人) 構成比 (%)構成比 (%)
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（４）昇給

(Ｂ)／(Ａ)

(Ｂ)／(Ａ)

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

前 年 度

地　　域　　手　　当 同

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

備考区　　分 12月

一般会計の制度

区分

47.709

47.709

６月

47.709

その他の加算措置等
の者(月分) の者(月分)

25年勤続 35年勤続

4.450

2.225 2.225

(支給率等)

最高限度

(月分)

一般会計 33.27075

新潟県
市町村
総合事
務組合
共同処
理

勤続期間25年以上で、かつ、定年年齢から
10年を減じた年齢以上で定年６月前までに
自己都合以外で退職した場合は、定年年齢
と退職年齢の差１年につき２％加算（最大
20％）

の制度

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

20年勤続

2.225 2.225

一般会計と同じ

備考

5%～15%

行　政　職

5%～15%

技 能 労 務 職

(月分)

行　政　職

3 3

技能労務職

区　　　　分

（％）支給対象職員の比率
（令和２年１月１日現在）

平均支給月額 （円）

の者(月分)

24.586875

代表的な特殊勤務手当の名称

差異の内容一般会計の制度との異同

通　　勤　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

扶　　養　　手　　当 同

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数

（人）

（人）

（％）

支給対象職員１人当たり

（人）

昇給に係る職員数
２ 号 給
４ 号 給
５ 号 給

3

比 率

昇給に係る職員数
（Ａ）

区　　　分

3

合　　計

本
　
　
年
　
　
度

６ 号 給

５ 号 給

100.0

職 員 数 （Ａ）

（人）

（Ｂ） （人） 3
（人）

（人）

号 給 数 別 内 訳
3

100.0
（人）

４ 号 給

６ 号 給

（人）

３ 号 給

（人）

4.450本 年 度

比 率
３ 号 給

（人）

（％）

支給期別支給率

合　　計区　　　分

給料総額に対する比率

（人）

（Ｂ）
２ 号 給 （人）

（％）

（人）

号 給 数 別 内 訳

支給率計
(月分) (月分)
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（令和３年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

１　固   定   資   産

 （1）有 形 固 定 資 産

 　イ　土　　　　　　　地 3,459

 　ロ　建　　　　　　　物 55,756

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △2,339 53,417

 　ハ　構　　　築　　　物 1,755,143

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △88,145 1,666,998

 　ニ　機　械 及 び 装 置 201,403

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △21,388 180,015

 　ホ　車　両　運　搬　具 75

 　ヘ　工具、器具及び備品 136

 　　　　有 形 固 定 資 産 合計 1,904,100

 　　　　固　定　資　産　合　計 1,904,100

２　流   動   資   産

 （1）現　  金 ・ 預　 金 17,507

 （2）未　 　　収　    金 11,503

 　 　貸　 倒  引  当  金 △97 11,406

 （3）貯　　　 蔵　　　品 1,914

 　　　　流  動  資  産　合　計 30,827

 　　　　資  　 産　　合 　  計 1,934,927

令和２年度胎内市簡易水道事業会計予定貸借対照表

（単位：千円）
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負　　　債　　　の　　　部

３　固   定   負   債

 （1）企　　  業　   債

 　イ　建設改良費等の財源に

 　　　充てるための企業債 498,161

 　　　　企　 業　 債　 合　 計 498,161

 （2）他 会 計 借 入 金

 　イ　建設改良費等の財源に充

 　　　てるための長期借入金 298,270

 　　　　他会計借入金　 合　 計 298,270

 （3）引　　  当　　 金 524

 　　　　固  定  負  債　合　計 796,955

４　流   動   負   債

 （1）企　　  業　   債

 　イ　建設改良費等の財源に

 　　　充てるための企業債 50,019

 　　　　企　 業　 債　 合　 計 50,019

 （2）他 会 計 借 入 金

 　イ　建設改良費等の財源に充

 　　　てるための長期借入金 21,305

 　　　　他会計借入金　 合　 計 21,305

 （3）未　　　払　   金 2,814

 （4）引　　　当　   金 1,126

 　　　　流  動  負  債　合　計 75,264

５　繰   延   収   益

 　 　長　期　前　受 金 938,712

 　 　収 益 化 累 計 額 △56,546

 　　　　繰  延  収  益　合　計 882,166

 　　　　負  　 債　　合 　  計 1,754,385

資　　　本　　　の　　　部

６　資　　　本　　　金 198,106

７　剰　　　余　　　金

 （1）資　本　益　剰　余　金

 　イ　受 贈 財 産 評価額 2,370

 　　　　資　本  剰 余 金 合 計 2,370

 （2）欠　　　  損　　　  金

 　イ　当年度未処理欠損金 19,934

 　　　　欠   損   金   合   計 19,934

 　　　　剰   余   金 　合 　計 △17,564

 　　　　資  　 本  　合 　  計 180,542

 　　　　負  債　資  本　合  計 1,934,927

（単位：千円）
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令和２年度胎内市簡易水道事業会計予定開始貸借対照表
（令和２年４月１日）

資　　　産　　　の　　　部

１　固   定   資   産

 （1）有 形 固 定 資 産

 　イ　土　　　　　　　地 3,459

 　ロ　建　　　　　　　物 55,756

 　ハ　構　　　築　　　物 1,717,749

 　ニ　機　械 及 び 装 置 188,514

 　ホ　車　両　運　搬　具 75

 　ヘ　工具、器具及び備品 136

 　　　　有 形 固 定 資 産 合計 1,965,689

 　　　　固　定　資　産　合　計 1,965,689

２　流   動   資   産

 （1）現　　金 ･ 預　　金 30,437

 （2）未　　 　収　    金 15,650

 （3）貯　　　 蔵　    品 1,988

 （4）そ  の  他 流動資産 299

 　　　　流  動  資  産　合　計 48,374

 　　　　資  　 産　　合 　  計 2,014,063

（単位：千円）
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負　　　債　　　の　　　部

３　固   定   負   債

 （1）企　　  業　   債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 494,581

　　　　企　 業 　債　  合　 計 494,581

 （2）他 会 計 借 入 金

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための長期借入金 319,575

　　　　他 会 計 借 入 金 合 計 319,575

　　　　固  定  負  債  合  計　 814,156

４　流   動   負   債

　(1）企　　　業　　 債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 42,224

　　　　企　  業　  債　 合　計 42,224

 （2）他 会 計 借 入 金

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための長期借入金 21,305

　　　　他 会 計 借 入 金 合 計 21,305

 （3）未　　　払　   金 3,403

 （4）そ の 他 流動負債 1,418

　　　　流  動  負  債　 合　計 68,350

５　繰　 延　 収　 益

 　 　長　期　前　受　金 931,081

　　　　繰　延　収　益　 合　計 931,081

　　　　負  　 債　　 合 　  計 1,813,587

資　　　本　　　の　　　部

６　資　　　本　　　金 198,106

７　剰　　　余　　　金

 （1）資　本　剰　余　金

 　　イ　受贈財産評価額 2,370

　　　　利  益  剰  余  金    合   計 2,370

　　　　剰   余   金 　 合 　計 2,370

　　　　資  　 本  　 合 　  計 200,476

　　　　負  債　資  本　 合  計 2,014,063

（単位：千円）
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